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１ 「新たな広域連携」の背景にある 
社会経済状況の変化 
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高齢人口・高齢化率の推移

○ 高齢人口の指数（2010年＝100）をみると、2050年にかけて東京圏における増加が顕著。
○ 高齢化率をみると、全ての圏域において上昇し続け、地方圏が三大都市圏を一貫して上回って
推移する。

出典：国土交通省国土政策局 「国土のグランドデザイン2050 参考資料」（平成26年7月4日公表）
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２ 市町村合併の進展とその影響 
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※ 面積は、「全国都道府県市区町村別面積調」（国土地理院、平成22年10月１日現在）に基づくもの。団体数は、平成22年10月１日現在。 

○ 2,000㎢を超える市町村がある一方で、100㎢未満の市町村が４割超を占める。

市町村数

面
積

面積の大きい市町村 
(H22） 

順位 市町村名 面積（ k㎡） 

１ 舟橋村（富山） ３．５ 

２ 渡名喜村（沖縄） ３．７ 

３ 忠岡町（大阪） ４．０ 

４ 三宅町（奈良） ４．０ 

５ 利島村（東京） ４．１ 

面積の小さい市町村 
(H22） 

順位 市町村名 面積（ k㎡） 

１ 高山市（岐阜） ２，１７８ 

２ 浜松市（静岡） １，５５８ 

３ 日光市（栃木） １，４５０ 

４ 北見市（北海道） １，４２８ 

５ 静岡市（静岡） １，４１２ 

面積による分布状況 

中央値が属する部分

平均値が属する部分 団体数：１，７２７市町村
平均値：２１５．６㎢
中央値：１２３．６㎢
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区 分 国 名 階層数 
基礎自治体
（第１層） 

広域自治体等 

広域（第２層） 超広域（第３層） 

単
一
制
国
家

画一型 

日本 ２層制 市町村 都道府県 － 

フランス ３層制 コミューン デパルトマン レジオン 

イタリア ３層制 コムーネ プロヴィンチア レジオーネ 

スペイン ３層制 ムニシピオ プロヴィンチア コムニダーデ 

ｽｳｪｰﾃﾞﾝ ２層制 コミューン ランスティング （試行中） 

変動型 英国 1～2層制 ﾃﾞｨｽﾄﾘｸﾄ等 
  －

or カウンティ
－ 

連
邦
制
国
家

変動型 

ドイツ ３層制 ゲマインデ クライス （主権州） 

カナダ 2～3層制 ﾐｭﾆｼﾊﾟﾘﾃｨ 
  －

orカウンティ等
（主権州） 

米国 ３層制 
ﾐｭﾆｼﾊﾟﾘﾃｨ
or －

カウンティ （主権州） 

画一型 スイス ２層制 
ｹﾞﾏｲﾝﾃﾞ
／ｺﾐｭｰﾝ 

－ （主権州） 

主要国における地方自治体の構成
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国 名 

基礎自治体（第１層） 広域自治体（第２層） 超広域自治体等（第３層） 

総人口
(百万人）団体数 

平均人口
（千人） 

団体数 
平均人口
(百万人）

団体数 
平均人口
(百万人）

連邦制国家 

カナダ (4,066)* (7.5) … … … 10  3.1  30.8  
ドイツ 13,854  5.9  323  0.3  ⑧ 16  5.1  82.2  

米国 (19,429)* (4.2) … (3,034)* … 50  5.4  275.3  

スイス 2,763  2.7  － － 26  0.3  7.2  
ベルギー 589  17.4  ⑨ 10  1.0  ③ 3  3.4  10.2  
オーストリア 2,359  3.4  － － 9  0.9  8.1  

単一制国家 

日本（2000） 3,229  39.3  ④ 47  2.7  － － 126.9  
（2014） 1,7１8 71.4  ② 47  2.7  ① － － 127.1  

フランス 36,565  1.6  96  0.6  ⑤ 22  2.7  59.3  
イタリア 8,100  7.1  103  0.6  ⑤ 20  2.9  57.5  
スペイン 8,106  4.9  50  0.8  ④ 17  2.3  39.4  
スウェーデン 289  30.7  ⑦ 21  0.4  ⑦ － － 8.9  

英国 433  137.6  ① (34)* (3)* 59.6  

うちｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞ 353  141.6  (34)* － － 50.0  

アイルランド 85  47.2  ③ 29  0.1  8  0.5  3.8  
デンマーク 275  19.4  ⑧ 14  0.4  ⑦ － － 5.3  
ギリシャ 1,033  10.2  50  0.2  ⑨ － － 10.5  
オランダ 504  31.5  ⑥ 12  1.3  ② － － 15.9  
ポルトガル 278  36.0  ⑤ － － － － 10.0  
フィンランド 448  11.5  ⑩ － － － － 5.2  
ルクセンブルク 118  3.7  － － － － 0.4  

注） 平均人口データ右の

○の数字は大きい方
からの順位

※ 地域によって地方自
治体が存在しない国は、
平均データを算出せず
（…）、又は総人口を単

位数で割った数字を
（ ）内に記載

主要国における地方自治体の人口規模
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３ 現在進められている「新たな広域連携」
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旭川市 

札幌市 

函館市 

青森市 
八戸市 

鹿児島市 

大分市 

宮崎市 

長崎市 

久留米市 
福岡市 

熊本市 

佐世保市 

佐賀市 

岡山市 

呉市 

高知市 
高松市 松山市 

徳島市 

和歌山市 

津市 

倉敷市 

鳥取市 

姫路市 
富山市 
金沢市 

長野市 

福井市 

豊田市 
四日市市 

静岡市 

浜松市 

富士市 
沼津市 

松本市 

甲府市 つくば市 

水戸市 
宇都宮市 

長岡市 
高崎市 

那覇市 

いわき市 郡山市 

福島市 

仙台市 

盛岡市 

秋田市 

山形市 

太田市 
伊勢崎市 
前橋市 

新潟市 上越市 

広島市 
松江市 

北九州市 
岐阜市 

福山市 
下関市 

① 圏域全体の経済成長のけん引 

 産学金官の共同研究・新製品開発支援、六次産業化支援 等 

② 高次の都市機能の集積・強化 

 高度医療の提供体制の充実、高等教育・研究開発の環境整備 等 

③ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

 地域医療確保のための病院群輪番制の充実、地域公共交通ネットワークの形成 等 

連携中枢都市圏の取組の推進 

 連携中枢都市圏の意義とは 

 連携中枢都市圏に何が求められているのか 

 地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化により、 
   人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成 

 

 連携中枢都市圏をいかに実現するか 
 地方自治法を改正し、地方公共団体間の柔軟な 

     連携を可能とする「連携協約」の制度を導入 

     （平成26年11月１日施行） 

 平成26年度・平成27年度は、連携中枢都市圏の形成 

   を推進するため、国費により支援（21事業） 

 平成28年度予算においても１．３億円を計上し、引き 

   続き連携中枢都市圏の形成を促進 

 平成27年度から 地方交付税措置を講じて全国展開 

   を図る 

連携中枢 
都市宣言 

連携協約
の締結 

都市圏ビジョン 
の策定 

【連携中枢都市圏の要件】 
① 地方圏において、昼夜間人口比率おおむね１以上の指定都市・中核

市（ ）と、当該市と社会的、経済的に一体性を有する近隣市町村とで
形成する都市圏 

 
※ ただし、①を原則除く都市圏であって、隣接する２つの市 （各市が昼夜間人口

比率１以上かつ人口１０万人程度以上の市）の人口の合計が２０万人を超え、
かつ、双方が概ね１時間以内の交通圏にある場合において、これらの市と社
会的、経済的に一体性を有する近隣市町村とで形成する都市圏についても、
①の都市圏と同等の取組が見込まれる場合においてこれを含むものとする。 

は、三大都市圏 

は、都市圏を形成している団体（１６団体）  

は、平成２７年度促進事業実施団体（７団体） 

 連携中枢都市圏形成のための手続き 
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連携中枢都市圏の形成の動き 平成２８年７月８日現在 

 

 

連携中枢都市宣言 連携協約 都市圏ビジョン 連携市町村 圏域人口等

1
播磨圏域連携中枢都市圏

（姫路市）
Ｈ２７年２月１３日 Ｈ２７年４月５日締結式 Ｈ２７年４月５日公表

【兵庫県】相生市、加古川市、高砂市、加西市、宍粟市、たつの市、稲美町、播磨町、市川町、
　福崎町、神河町、太子町、上郡町、佐用町、赤穂市（計：７市８町）

1,327,193人
（うち姫路市　536,270人）

2
備後圏域
（福山市）

Ｈ２７年２月２４日 Ｈ２７年３月２５日締結式 Ｈ２７年３月２５日公表
【岡山県】笠岡市、井原市　【広島県】三原市、尾道市、府中市、世羅町、神石高原町
（計：５市２町）

875,682人
（うち福山市　461,357人）

3
高梁川流域連携中枢都市圏

（倉敷市）
Ｈ２７年２月１７日 Ｈ２７年３月２７日締結式 Ｈ２７年３月２７日公表

【岡山県】笠岡市、井原市、総社市、高梁市、新見市、浅口市、早島町、里庄町、矢掛町
（計：６市３町）

783,035人
（うち倉敷市　475,513人）

4
みやざき共創都市圏

（宮崎市）
Ｈ２６年１２月１日 Ｈ２７年３月２５日締結式 Ｈ２７年５月１２日公表

【宮崎県】国富町、綾町
（計：２町）

428,716人
（うち宮崎市　400,583人）

5
久留米市広域連携中枢都市圏

（久留米市）
Ｈ２７年１１月２日 Ｈ２８年２月２３日締結式 Ｈ２８年２月２３日公表

【福岡県】大川市、小郡市、うきは市、大刀洗町、大木町
（計：３市２町）

459,623人
（うち久留米市　302,402人）

6
みちのく盛岡広域連携中枢都市圏

（盛岡市）
Ｈ２７年１０月３０日 Ｈ２８年１月１５日締結式 H２８年３月２５日公表

【岩手県】八幡平市、滝沢市、雫石町、葛巻町、岩手町、紫波町、矢巾町
（計：２市５町）

481,699人
（うち盛岡市　298,348人）

7
石川中央都市圏

（金沢市）
Ｈ２７年１２月４日 Ｈ２８年３月２８日締結式 Ｈ２８年３月２８日公表

【石川県】白山市、かほく市、野々市市、津幡町、内灘町
（計３市２町）

723,223人
（うち金沢市　462,361人）

8
長野地域連携中枢都市圏

（長野市）
Ｈ２８年２月１７日 Ｈ２８年３月２９日締結式 Ｈ２８年３月２９日公表

【長野県】須坂市、千曲市、坂城町、小布施町、高山村、信濃町、小川村、飯綱町
　（２市４町２村）

554,256人
（うち長野市　381,511人）

9
下関市連携中枢都市圏

（下関市）
Ｈ２７年９月３０日

Ｈ２７年１２月１８日
（形成方針策定）

H２８年３月２９日公表 【山口県】下関市　（合併１市圏域） 280,947人

10
大分都市広域圏

（大分市）
Ｈ２７年１２月２２日 Ｈ２８年３月２９日締結式 Ｈ２８年３月２９日公表

【大分県】別府市、臼杵市、津久見市、竹田市、豊後大野市、由布市、日出町
（計：６市１町）

787,663人
（うち大分市　474,094人）

11
瀬戸・高松広域連携中枢都市圏

（高松市）
Ｈ２７年９月４日 Ｈ２８年２月１６日締結式 Ｈ２８年３月３０日公表

【香川県】さぬき市、東かがわ市、三木町、綾川町、土庄町、小豆島町、直島町
　（計２市５町）

593743人
（うち高松市　419,429人）

12
熊本連携中枢都市圏

（熊本市）
Ｈ２７年６月１８日 Ｈ２８年３月３０日締結式 Ｈ２８年３月３１日公表

【熊本県】宇土市、宇城市、合志市、美里町、玉東町、大津町、菊陽町、西原村、南阿蘇村、
　御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、阿蘇市、高森町、山都町
（計：４市１０町２村）

1,116,317人
（うち熊本市　734,474人）

13
広島広域都市圏

（広島市）
Ｈ２８年２月１５日 Ｈ２８年３月３０日締結式 Ｈ２８年３月３１日公表

【広島県】呉市、竹原市、三原市、大竹市、東広島市、廿日市市、安芸高田市、江田島市、
　府中町、海田町、熊野町、坂町、安芸太田町、北広島町、大崎上島町、世羅町
【山口県】岩国市、柳井市、周防大島町、和木町、上関町、田布施町、平生町
（計：１０市１３町）

2,341,287人
（うち広島市　1,173,843人）

14
北九州都市圏域

（北九州市）
Ｈ２７年１２月２４日 Ｈ２８年４月１８日締結式 Ｈ２８年４月１８日公表

【福岡県】直方市、行橋市、豊前市、中間市、宮若市、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、
　小竹町、鞍手町、香春町、苅田町、みやこ町、上毛町、築上町
（計：５市11町）

1,425,339人
（うち北九州市　976,846人）

15
しずおか中部連携中枢都市圏

（静岡市）
Ｈ２８年３月１日 Ｈ２８年３月３１日 Ｈ２８年４月２８日公表

【静岡県】焼津市
（計：１市）

859,446人
（うち静岡市　716,197人）

16
松山圏域

（松山市）
Ｈ２８年７月８日 Ｈ２８年７月８日 Ｈ２８年７月８日公表

【愛媛県】伊予市、東温市、久万高原町、松前町、砥部町
（計：２市３町）

652,485人
（うち松山市 517,231人）

圏域名
（連携中枢都市）
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 ・「連携中枢都市圏構想の推進」に真に必要な取組に 

  資する施設整備に対し、地域活性化事業債を充当。 

  （充当率：90％、交付税算入率：30％） 

連携中枢都市圏構想の推進に向けた総務省の財政措置の概要 
 地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携し、コンパクト化とネット

ワーク化により、一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点である「連携中枢都

市圏」を形成することを目的に、連携中枢都市圏形成に係る連携協約を締結し、連携中枢都市圏ビ

ジョンを策定した連携中枢都市及び連携市町村の取組に対して、必要な財政措置を講じる。   

１．連携中枢都市及び連携市町村の取組に関する 

  包括的財政措置（※複眼型も同様に措置。以下同じ。） 

３．外部人材の活用に対する財政措置（特別交付税） 

４．民間主体の取組の支援に対する財政措置 

（１）民間への融資等を行うファンド形成に関する財政措置 

   ファンド形成に一般単独事業債を充当（90％）、 

   償還金利子の50％に特別交付税 

（２）ふるさと融資の融資比率及び融資限度額の引き上げ       

   （例：融資比率35％→45％） 

５．個別の施策分野における財政措置 

（１）病診連携等による地域医療の確保に対する財政措置 

   病診連携等の事業に要する市町村の負担金に対する 

   特別交付税措置（措置率0.8、上限800万円） 

（２）へき地における遠隔医療に対する特別交付税措置の 

      拡充（措置率0.6→0.8） 

６．連携中枢都市圏の形成に対応した辺地度点数の 

  算定要素の追加 

（１）連携中枢都市の取組に対する包括的財政措置 

 ①普通交付税措置 

「経済成長のけん引」及び「高次都市機能の集積・ 

強化」の取組に対する財政措置 

(圏域人口に応じて算定／例：圏域人口75万で約２億円) 

②特別交付税措置 

「生活関連機能サービスの向上」の取組に対する財政

措置。１市当たり年間１．２億円程度を基本として、

人口・面積等を勘案して上限額を設定 

（２）連携市町村の取組に対する特別交付税措置 

１市町村当たり年間１，５００万円を上限 

 ・圏域外における専門性を有する人材の活用 

  上限700万円、最大３年間の措置 

・辺地度点数の算定に当たって、「近傍の市役所等」とし

て、連携中枢都市までの距離により算定可能 

２．地域活性化事業債の充当 
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１．要綱の趣旨 

○  連携中枢都市圏（以下「都市圏」という。）構想の目的及び趣旨を明確にした上で、都市圏形成に

向けて市町村の行うべき手続き等を定めるもの 

連携中枢都市宣言 連携協約の締結 
都市圏ビジョン 

の策定 

※ 都道府県・総務省は、必要に応じて助言及び支援 
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２．都市圏構想の目的及び趣旨 

○  人口減少・少子高齢社会にあっても、地域を活性化し経済を持続可能なものとし、国民が安心して

快適な暮らしを営んでいけるようにするため、地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中

心都市が近隣市町村と連携し、コンパクト化とネットワーク化により「経済成長のけん引」、「高次都市

機能の集積・強化」及び「生活関連機能サービスの向上」を行うことにより、人口減少・少子高齢社会

においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成する 

 

○ 地方公共団体が柔軟に連携し、地域の実情に応じた行政サービスを提供するためのものであり、

市町村合併を推進するためのものではない 

○  シティリージョンの形成 

都道府県境を越えて、民間事業者を巻き込む形で都市圏が相互に連携する、より広域的・複層的

な連携の形成も歓迎 

21



○  地域において相当の規模と中核性  

 ①指定都市又は中核市 

 ②昼夜間人口比率おおむね１以上（合併の場合は、人口最大の旧市の値がおおむね１以上も対象） 

を備える圏域の中心都市が、近隣市町村と連携して、圏域全体の将来像を描き、圏域全体の経済を 

けん引し圏域の住民全体の暮らしを支えるという役割を担う意思を有することを表明 

○  連携中枢都市宣言書への記載事項 

① 圏域全体において中心的な役割を担うとともに、近隣市町村の住民に各種サービスを提供する意思 

② 圏域の現在の人口と将来推計人口 

③ 圏域内の都市機能の集積・強化の状況及び利用状況 

④ 近隣市町村と連携することを想定する分野 

⑤ 連携中枢都市に対する通勤通学割合が０．１以上である市町村の名称 

⑥ ⑤のほか連携中枢都市と連携する意思を有する市町村の名称 

３．連携中枢都市宣言 ⇒ 都市圏形成のキックオフ 
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４．連携協約の締結⇒ 圏域の政策の将来的な方向性が確定 

○  連携中枢都市と連携市町村（※）が、圏域全体の方向性、連携する分野、役割分担を規定 

  ※連携市町村 ： 連携中枢都市と近接し、経済、社会、文化又は住民生活等において密接な関係を 

                  有する市町村（主に通勤通学１０％圏内の市町村）のうち、連携協約を締結するもの 

○ 連携協約への規定事項 

① 連携協約を締結する連携中枢都市及び連携市町村の名称  ② 都市圏形成の基本的な目的 

③ 基本方針：連携中枢都市及び連携市町村が、様々な分野で連携を図る旨 

④ 連携する取組 

≪各役割に応じた取組≫ 

ア 圏域全体の経済成長のけん引 
ａ 産学金官民一体となった経済戦略の策定 ｂ 産業クラスターの形成、イノベーション実現、新規創業促進 
ｃ 地域資源を活用した地域経済の裾野拡大 ｄ 戦略的な観光施策 

イ 高次の都市機能の集積・強化 
ａ 高度な医療サービスの提供 ｂ 高度な中心拠点の整備・広域的公共交通網の構築 ｃ 高等教育・研究開発の環境整備 

ウ 圏域全体の生活関連機能サービスの向上 
Ａ 生活機能の強化に係る政策分野 
ａ 地域医療 ｂ 介護 ｃ 福祉 ｄ 教育・文化・スポーツ ｅ 土地利用 ｆ 地域振興 ｇ 災害対策 ｈ 環境 

Ｂ 結びつきやネットワークの強化に係る政策分野 
ａ 地域公共交通 ｂ ＩＣＴインフラ整備 ｃ 道路等の交通インフラの整備・維持 
ｄ 地域の生産者や消費者等の連携による地産地消 ｅ 地域内外の住民との交流・移住促進 

Ｃ 圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 
ａ 人材の育成 ｂ 外部からの行政及び民間人材の確保 ｃ 圏域内市町村の職員等の交流 

⑤ 連携中枢都市の市長と連携市町村の長は、定期的な協議を行うこと 
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５．都市圏ビジョンの策定 
     ⇒ 産学金官民一体となった圏域の具体的取組を確定 

○  連携中枢都市が、連携協約に基づく具体的取組（期間・規模）について、近隣市町村との協議を経

て決定 

○  圏域内の関係者の意見を幅広く反映させるため、産学金官民の関係者を構成員とした「連携中枢

都市圏ビジョン懇談会」において検討 

≪構成員≫ 

・ 産業、大学・研究機関、金融機関、医療、福祉、教育、地域公共交通等の代表者 

・ 地域コミュニティ活動・ＮＰＯ活動の関係者 

・ 大規模集客施設、病院等都市集積が生じている施設等の関係者  等 

○  ビジョンへの記載事項 

① 都市圏及び市町村の名称 

② 都市圏の中長期的な将来像 

③ 都市圏形成に係る連携協約に基づき推進する具体的取組（総事業費や各年度の事業費等の見込み） 

④ 具体的取組の期間（おおむね５年） 

⑤ 成果指標（KPI：Key Performance Indicator）：地域経済、高次都市機能及び生活関連機能に関するもの 
24



播磨圏域連携中枢都市圏の取組 

 圏域形成に至った経緯 

 苦労した点 
• 合併の前段階の連携や連携中枢都市のみが活性化するのではないかと考える市町があり、連携について慎重

となる意見もあった。 
• 自治体によっては、1部署、1担当が多岐に渡って事業を担当しており、具体の事業の打合せに、いつも同じ職員

が来る事態を避けるため、特に経済関係の連携事業は、姫路市の各課で同じ日に打合せを設定して対応した。 
 

• 播磨広域連携協議会を構成する13市9町に「新たな広域連携モデル構築事業」への参加を呼びかけ、近隣の7
市8町が参加。 

• 総務省「新たな広域連携モデル構築事業」モデル都市に選定され、播磨圏域経済成長戦略会議等の開催を重
ねて、平成27年4月には連携する6市8町と連携協約の締結及び播磨圏域都市圏ビジョンの策定を行った。 

• 平成27年12月には、新たに赤穂市との連携協約の締結を行った。 

圏域全体の経済成長のけん引 

 播磨圏域が取り組む「はりま地域ブランド」の確立を推進するため、地
域資源に係る客観的な各種データ等の収集・分析、それに基づくブラン
ド戦略の仕組みづくり及び「はりま地域ブランド」認知度向上と販売促進
を図るための情報発信、プロモーション等を行う。 
 費用は姫路市が負担。 
(例)東京・浅草に圏域全体をＰＲするアンテナ 
   ショップの設置・運営  
圏域の企業誘致の促進 

 圏域への企業誘致を促進し、圏域の産業振興、雇用確保を図るため、
各市町の地域経済、工場適地等、企業誘致環境のポテンシャルに関
する調査及び広域企業誘致パンフレットの作成等を行う。 
 さらに、姫路市においては企業誘致に際し、企業のニーズに合わせ
て連携市町の情報（土地情報・優遇制度）も 
提供することで、圏域内への企業立地を促進 
している。  

圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

図書館の相互利用促進事業 
 平成２７年１１月より、圏域の７市８町の図書館の相互利用を開始圏域
内住民であればいずれの図書館においても貸し借りができるような仕組
みを構築。蔵書の共通検索システムの導入等についても協議。 
 （全３６館 約３３４万冊の図書が利用可能）  
 運営費は、各市町が負担する。 

成年後見支援センター運営事業 

 姫路市が成年後見制度の相談支援、普及啓発、市民後見人の養成研
修等を実施するため設置・運営している「成年後見支援センター」（姫路
市社会福祉協議会に委託）について、圏域内の神崎郡３町における住
民等も対象とし、共同利用の形で相談業務等を行う。 
 運営費は姫路市が負担。 

播磨地域ブランド事業について ＪＲ姫路駅前の整備とネットワークづくり 

高次の都市機能の集積・強化 

 播磨圏域の中心にふさわしい都心づくりに向け、ＪＲ姫路駅周辺におい
て、魅力ある商業施設や付加価値の高いサービス産業、国際的・広域
的な情報交流を促進するコンベンション機能を備えた施設の設置などを
検討。 

【臨海部に集積する企業群】 

【連携中枢都市】 
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高梁川流域連携中枢都市圏の取組 

 圏域形成に至った経緯 

 苦労した点 
• 関係者（倉敷市庁内及び市議会議員、連携市町の職員・議員、圏域内の産学金官民の各関係機関等）に対し、

地方自治法改正に基づく新たな広域連携による連携中枢都市圏形成の必要性について理解を得るため、き
め細やかな説明を行うよう努めた。 

• 高梁川流域は、7 世紀後半に吉備国を三分して設けられた備前国、備中国、備後国のうち備中国領域とほ
ぼ圏域を同じくし、この流域圏は、13 世紀以上を経ても地域間の強いつながりが引き継がれている。 

• 昭和29 年3 月：「高梁川流域連盟」を設立。産業や文化・教育など流域全般の文化向上に寄与する取り組み
を不断に推進。平成25 年10 月：60 周年記念サミットを開催し、今後の流域活性化のため、連携をより強固な
ものとし、まちづくりにかかる課題解決に共同で取り組むことを宣言。 

新見市 

高梁市 

総社市 

早島町 

倉敷市 
【連携中枢都市】 

井原市 

里庄町 

笠岡市 

浅口市 

矢掛町 

圏域全体の経済成長のけん引 

 産学金官民で構成する「高梁川流域経済成長戦略会議」を運営し、圏域の
経済成長に向けた調査・研究を実施するとともに、経済成長に向けた戦略、事
業について協議する。事業費の大半は倉敷市の負担。 
  ㉘は、戦略会議で決定された８件の新規事業を含む19事業を圏域で実施予
定。 

データで紡ぐ高梁川流域事業 
 圏域全体の人口・経済等のデータを一元化し、地域の住民や事業者等がま
ちづくりやビジネスに活用できるようデータを加工・分析・ビジュアル化する
「仕組み」と「人材」を整備。 
 オープンデータを提供し、事業者が活用することで、圏域でのイノベーション
や地域のビジネスの創出といった地域経済の活性化につなげる。 
 ㉗は、まずは倉敷市に係るデータの収集・分析に着手＋圏域の企業等を対
象にセミナーを実施。㉗は先行型交付金が採択された（50百万円）。 

圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

流域ソーシャルイノベーション推進事業 

 ソーシャルビジネス支援センター（仮称）を設置し、社会起業家、ＮＰＯ等に対
する相談業務を実施。また、社会起業家等と金融機関・商工団体等との連携を
促進するための支援ネットワークを構築。事業費は倉敷市の負担。 

保育士・保育所支援センター運営事業 
  圏域内での保育士確保等を目的に保育士・保育所支援センターの設置・運
営を行い、コーディネーターを配置（２名）。圏域の認可保育所での就労希望者
（潜在保育士）を対象とした再就職支援等各種研修事業を実施。事業費は倉敷
市の負担。  

圏域内公共建物現況調査・台帳作成支援事業 
 倉敷市の専門技師のノウハウを活かし、希望する連携市町の公共施設の建
物点検・修繕計画の策定・図面のデータベース化を行う（連携市町から倉敷市
への委託）。連携市町はその成果を基に公共施設の将来的な管理計画を策定。
民間への委託に比べ大幅なコスト削減を達成。 

移住交流推進事業、冊子作成等圏域発信事業 
 東京・大阪で開催される移住交流イベント等への圏域市町共同出展や倉敷
市に所在するお試し住宅の運営、圏域への移住定住者を紹介した移住冊子の
作成等を実施。事業費は倉敷市の負担。 
 

地域資源活用推進事業 

経済成長戦略推進事業 

 企業に補助金を交付し、圏域内の地域資源を用いた研究開発・商品開発支援
を実施。併せて、物産展・見本市等を開催して地域資源を発信する。 
 事業費は倉敷市の負担。 
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備後圏域連携中枢都市圏の取組 

圏域全体の経済成長のけん引 

 圏域での中小企業等の様々な経営課題 
の解決を支援するため、専門知識を持つ
「びんご産業支援コーディネーター」を設置。 
 圏域の大手企業ＯＢ等を中心としたコー
ディネーターが、圏域内の中小企業等に対
して販路開拓やブランド戦略などのアドバイ
スや事業者間のマッチングを実施。 
今後は、コーディネーター自身のスキルアッ
プ、産業と大学の連携を進めて行くための
ネットワーク等の強化等を推進予定。 
 事業費は、圏域市町で利用実績に応じて
負担。 

備後圏域産業連関表の作成 

 福山市が、備後圏域全体の産業連関表を作成する。 
 また、備後圏域の産業連関表に基づいて作成した経済波及効果測定
シートをオープンデータとして公表予定。産業連関表を事業者等が活用
することで、圏域内における地域経済活性化に資する事業の創出につな
げる。 

びんご産業支援コーディネーター事業について 高度医療の充実や強化 

高次の都市機能の集積・強化 

 福山市民病院の救命救急センターやがん医療に係る医療機器の整備等、高
度医療の提供体制の充実に努める。また、圏域の公立病院等の医療機関との
連携強化を図るとともに、潜在看護師の復職支援など、圏域全体での看護師の
確保、教育・研修の充実等に取り組む。 

産業支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ 

 

 圏域形成に至った経緯 

 苦労した点 

• 県境を越えて都市圏を形成しているが、江戸時代以前は備後国として一体であった地域。 
• 圏域の自治体の大部分は、昭和の高度成長の時代に「備後地区工業整備特別地域」に指定され、日本経済を

支える工業地域としての発展の礎を築くなど、住民の日常生活のみならず、経済的な結び付きも強い地域。 
• 平成２３年度には圏域の６市２町の市長・町長で組織する「備後圏域連携協議会」を立ち上げ、広域的な課題

解決に向けた取組として、こども発達支援センターの共同運営や防災協定の締結などを行ってきた。 

尾道市 

府中市 

世羅町 

三原市 

神石高原町 

笠岡市 

井原市 

• 連携中枢都市と圏域市町への財源措置及び構成市町の動機づけ（財源措置のメリット、連携する目的等） 
• 連携中枢都市圏構想に提案する時点では、連携市町の一部に「合併につながるのではないか」という懸念があった 
• 企画担当課と事業所管課との間で、目標の共有に時間を要している（連携中枢都市、圏域市町 共通） 

こども発達支援センターの共同運営 
 発達に課題のある子どもの支援を行う専門機関が圏域内になかったことから、
福山市が医療機関である「こども発達支援センター」を整備し、医師などの専門
スタッフを確保する中で、圏域市町と共同運営している。 
 保育所や医療機関等と連携して、発達に課題のある子どもに関する相談や診
察、訓練を行うなど、専門的できめ細かな支援を実施。事業費は、圏域市町で
利用実績に応じて負担。  

圏域全体の地域包括ケアシステムの構築 
 在宅医療・介護連携の推進に向けて、各市町で連携して、医療・介護事業所の
位置やサービスなどの情報がわかるマップの作成などに取り組んでいる。また、
福山市が実施している市民後見人養成講座受講対象者を圏域へ拡大するなど、
認知症対策も推進。事業費は、圏域全体に係るものは福山市が負担し、市民後
見人養成講座の開催経費などは圏域市町が負担。 

福山市 
【連携中枢都市】 

圏域全体の生活関連機能サービスの向上 
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